様式第3号（第7条）
	建設コンサルタント業務変更委託契約書
業務番号及び業務名
　発注者　　　　　　　　と受注者　　　　　　　　とが　　　　年　　月　　日に締結した委託契約の一部を次のとおり変更する。
１　変更履行期間
年
月
日から
日間

延長

年
月
日まで
短縮

２　業務委託料変更額
円

増　減

　　　うち取引に係る消費税及び地方消費税の額
円

増　減

３　変更設計図書
別冊のとおり
４　その他の変更事項

別冊のとおり
原契約条項に別添のとおり付則第１項から第３項を追加する。
　この契約を証するため，本書　通を作成し，発注者及び受注者が記名押印の上，各１通を保有する。
　　　　　年　　月　　日
　　
　　　　　　　発　注　者　　　　　　　住所　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　
　　
受　注　者　　　　　　　住所　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　

注
「延長

短縮」
及び「増減」については，不用のものを消すこと。



別紙３（通知第３の１及び通知第３の３の建設コンサルタント業務）
　　　付　則
１　平成31年10月1日（以下「施行日」という。）の前日までに請求を受けた前金払については，第33条中「入札（見積）前に明らかにした前払金の業務委託料に対する割合で計算した額」とあるのは「業務委託料（当該業務委託料に110分の２を乗じて得た額を除く。）に入札（見積）前に明らかにした前払金の業務委託料に対する割合を乗じて得た額」と，「業務委託料に」とあるのは「業務委託料（当該業務委託料に110分の２を乗じて得た額を除く。）に」と，「業務委託料の」とあるのは「業務委託料（当該業務委託料に110分の２を乗じて得た額を除く。）の」としてこれらの規定を適用する。
２　施行日の前日までに請求を受けた部分払における部分払金の額の算定については，第36条中「部分引渡しに係る業務委託料」とあるのは「部分引渡しに係る業務委託料（施行日の前日までに行う第36条第３項の規定による部分払の請求にあっては，当該部分引渡しに係る業務委託料に110分の２を乗じて得た額を除く。）」と，同条第３項中「指定部分に相応する業務委託料」とあるのは「指定部分に相応する業務委託料（施行日の前日までに行う第36条第３項の規定による部分払の請求にあっては，当該指定部分に相応する業務委託料に110分の２を乗じて得た額を除く。）」と，同条第３項中「引渡部分に相応する業務委託料」とあるのは「引渡部分に相応する業務委託料（施行日の前日までに行う第36条第３項の規定による部分払の請求にあっては，当該引渡部分に相応する業務委託料に110分の２を乗じて得た額を除く。）」と，同条第３項中「業務委託料」とあるのは「業務委託料（当該業務委託料に110分の２を乗じて得た額を除く。）」としてこれらの規定を適用する。
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